
健
康
経
営
を
追
い
風
に

コ
ラ
ボ
ヘ
ル
ス
を
強
化

太
陽
誘
電
健
康
保
険
組
合
の
母
体
企

業
は
、
電
子
部
品
の
開
発
・
製
造
・
販

売
等
を
行
う
太
陽
誘
電
㈱
だ
。
同
社
は

２
０
１
９
年
に
健
康
経
営
宣
言
を
制
定

し
、
登
坂
正
一
代
表
取
締
役
社
長
を
Ｃ

Ｈ
Ｏ
（
健
康
管
理
最
高
責
任
者
）
に
任

命
、「
健
康
支
援
中
期
計
画
」
を
策
定
し

た
。
組
織
的
な
推
進
体
制
を
通
じ
て
健

康
経
営
に
取
り
組
み
、
19
年
か
ら
２
年

連
続
で
「
健
康
経
営
優
良
法
人
（
大
規

模
法
人
部
門
）」
に
認
定
さ
れ
て
い
る
。

健
康
経
営
宣
言
を
契
機
に
、
コ
ラ
ボ

ヘ
ル
ス
は
大
き
く
前
進
し
た
。
母
体
企

業
の
総
務
部
健
康
推
進
課
が
健
康
経
営

の
ヘ
ッ
ド
ク
ォ
ー
タ
ー
と
し
て
、
健
保

組
合
や
関
連
会
社
と
の
連
携
を
推
進
。

年
２
回
開
催
の
「
健
康
推
進
委
員
会
」

で
は
、
全
加
入
事
業
所
の
健
康
管
理
責

任
者
・
担
当
者
、
総
務
担
当
者
、
健
保

組
合
職
員
が
参
加
し
、
健
康
経
営
方
針

や
施
策
の
共
有
、
活
動
報
告
を
行
っ
て

い
る
。
昨
年
11
月
の
同
委
員
会
で
は
、

Ｃ
Ｈ
Ｏ
出
席
の
も
と
グ
ル
ー
プ
一
丸
と

な
っ
て
健
康
課
題
に
取
り
組
む
決
意
を

新
た
に
し
た
と
い
う
。

ま
た
、
健
保
組
合
で
は
18
年
度
か
ら

事
業
所
別
の
ス
コ
ア
リ
ン
グ
レ
ポ
ー
ト

を
作
成
し
、
母
体
企
業
の
総
務
責
任
者

（前列右から）太陽誘電健康保険組合事務長・伊藤真也さん、常務理事・成田直人さん、
前常務理事・安田圭二さん、太陽誘電㈱総務部健康推進課・吉田寿美子さん。
（後列右から）太陽誘電㈱総務部健康推進課山﨑義敬さん、太陽誘電健康保険組合事務長
補佐・萩原淑恵さん、保健事業担当・松井由美子さん、給付担当・手島道子さん。

◀�事業所での禁煙キャン
ペーンの様子

健康経営宣言を契機に
事業所との連携を強化
喫煙対策も一体的に推進

太陽誘電健康保険組合は、母体企業である太陽誘電㈱における健康経営宣言を
契機にコラボヘルスを強化した。2018年度からは事業所と連携した喫煙対策にも
取り組み、「敷地内終日禁煙」の実現をサポートしている。

＊健康経営は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。

太陽誘電健康保険組合

（2020年3月末日現在）
■被保険者数：5,686人
■被扶養者数：5,676人
■平均年齢：41.8歳
■事業所数：10
■一般保険料率：85/1000
■介護保険料率：16/1000
■所在地：群馬県高崎市

2020.745



の
運
営
で
あ
る
。
こ
う
し
た
対
策
を
各

拠
点
の
健
康
管
理
室
や
担
当
者
の
協
力

の
も
と
進
め
、
健
保
組
合
で
は
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
や
広
報
誌
等
を
通
じ
た
情
報
発

信
、
喫
煙
対
策
に
必
要
な
物
品
や
資
材

の
提
供
等
に
よ
り
円
滑
な
実
施
を
サ
ポ

ー
ト
し
て
い
る
。

母
体
企
業
の
喫
煙
率
の
平
均
は
26
％

（
18
年
度
）
だ
が
、
各
事
業
所
で
差
が

あ
り
、
喫
煙
環
境
や
喫
煙
へ
の
意
識
等

も
異
な
る
。
そ
う
し
た
な
か
で
も
実
効

性
の
あ
る
施
策
を
推
進
で
き
た
理
由
は
、

Ｃ
Ｈ
Ｏ
自
ら
が
喫
煙
対
策
の
旗
振
り
役

で
あ
る
こ
と
や
、
グ
ル
ー
プ
会
社
の
ト

ッ
プ
お
よ
び
喫
煙
対
策
に
か
か
わ
る
す

べ
て
の
人
が
横
断
的
に
協
力
で
き
て
い

る
こ
と
に
あ
る
と
い
う
。

特
定
健
診
・
保
健
指
導
も

協
働
で
実
施
率
向
上
へ

コ
ラ
ボ
ヘ
ル
ス
体
制
を
基
盤
に
、
特

定
健
診
・
特
定
保
健
指
導
も
事
業
所
と

連
携
し
た
実
施
率
向
上
策
に
取
り
組
ん

で
い
る
。
18
年
度
の
特
定
健
診
受
診
率

は
85
・
６
％
、
特
定
保
健
指
導
実
施
率

は
52
・
９
％
だ
。

特
定
健
診
は
被
扶
養
者
の
健
診
受
診

率
が
課
題
で
、
受
診
環
境
の
整
備
や
婦

人
科
健
診
の
費
用
補
助
の
ほ
か
、
毎
年

３
月
に
健
診
案
内
と
受
診
意
向
ア
ン
ケ

ー
ト
を
被
保
険
者
経
由
で
配
付
し
て
い

る
。
希
望
す
る
健
診
や
受
診
時
期
を
回

答
し
て
も
ら
う
こ
と
で
本
人
の
受
診
意

識
を
高
め
る
と
と
も
に
、
回
収
結
果
は

そ
の
後
の
受
診
勧
奨
通
知
に
も
活
用
し

て
い
る
。

被
保
険
者
の
特
定
保
健
指
導
（
35
歳

以
上
を
対
象
）
は
主
に
定
期
健
診
を
実

施
す
る
医
療
機
関
が
担
う
が
、
対
象
者

の
面
談
日
程
の
調
整
は
各
事
業
所
の
医

療
職
が
行
う
。
被
扶
養
者
の
特
定
保
健

指
導
は
２
年
前
に
導
入
し
た
外
部
委
託

に
よ
る
個
別
面
談
に
加
え
て
、
ア
プ
リ

を
活
用
し
た
モ
デ
ル
実
施
も
開
始
し
て

お
り
、
当
初
の
予
想
を
上
回
る
参
加
率

だ
と
い
う
。
さ
ら
に
今
年
度
か
ら
は
、

健
保
組
合
か
ら
個
別
レ
タ
ー
の
送
付
と

被
保
険
者
経
由
の
参
加
勧
奨
を
行
う
ほ

か
、
事
業
所
の
保
健
師
に
よ
る
家
族
の

保
健
指
導
実
施
を
検
討
し
て
い
る
。
事

業
所
の
保
健
師
増
強
に
よ
り
、
被
扶
養

者
対
策
も
協
働
事
業
と
し
て
取
り
組
む

こ
と
で
、
実
施
率
の
さ
ら
な
る
向
上
を

め
ざ
す
。

誰
も
が
保
健
事
業
に

参
加
し
や
す
い
環
境
づ
く
り

保
健
事
業
の
展
開
に
あ
た
っ
て
は
、

事
業
所
と
の
連
携
と
と
も
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の

活
用
も
進
め
て
い
る
。
加
入
者
の
半
分

強
は
群
馬
県
在
住
だ
が
、
そ
の
他
全
国

の
拠
点
に
も
分
散
し
て
い
る
。
加
入
者

全
員
が
参
加
で
き
る
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
大

会
な
ど
を
行
う
こ
と
は
難
し
い
た
め
、

ア
プ
リ
を
活
用
し
た
健
康
イ
ベ
ン
ト
等

を
検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ
だ
。

ま
た
、
人
間
ド
ッ
ク
の
補
助
事
業
で

は
、
加
入
者
の
居
住
地
区
に
よ
っ
て
は

契
約
医
療
機
関
が
な
く
、
公
平
性
に
課

題
が
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、
18
年
度
に
委

託
契
約
に
よ
る
「
健
診
予
約
シ
ス
テ
ム
」

を
導
入
。
約
１
０
０
の
医
療
機
関
が
利

用
可
能
と
な
り
、
利
便
性
の
向
上
に
つ

な
が
っ
た
。
加
入
者
は
健
康
ポ
ー
タ
ル

サ
イ
ト
「M

Y
 H

EA
LT

H
 W

EB

」
か

ら
直
接
人
間
ド
ッ
ク
の
予
約
が
で
き
る

た
め
、
煩
雑
で
あ
っ
た
健
保
組
合
・
事

業
所
の
管
理
業
務
も
効
率
化
さ
れ
、
事

業
の
進
捗
確
認
や
事
業
所
の
健
康
管
理

室
と
の
素
早
い
情
報
連
携
も
可
能
と
な

っ
た
。
今
後
は
受
診
し
や
す
さ
を
基
準

と
し
て
事
業
所
に
医
療
機
関
を
選
定
し

て
も
ら
う
こ
と
も
検
討
す
る
と
い
う
。

太
陽
誘
電
健
康
保
険
組
合
で
は
、
コ

ラ
ボ
ヘ
ル
ス
体
制
を
基
盤
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等

も
効
果
的
に
活
用
し
な
が
ら
、
今
後
も

保
健
事
業
の
実
効
性
を
高
め
る
施
策
を

精
力
的
に
推
進
し
て
い
く
考
え
だ
。

健保組合における保健事業は、①広く加入者を対象に実施す
るものと、②ターゲットを決めて実施するものの大きく２つに
分けられます。後者については、当健保組合の加入者の健康状
態や医療費の分析から課題を整理し、事業の対象者や実施時
期、実施内容を検討しています。効果的な事業展開には特定健
診・保健指導の実施率向上が不可欠であり、データ分析から見
える加入者の健康課題を事業主と共有し、事業計画を協働で企
画立案して、保健事業への参加を事業主からも積極的に促して
もらえるよう保険者がリードすることが重要です。
データヘルス計画がスタートして数年、事業主との連携に悩
んでいましたが、喫煙対策に関する共通目標ができたことや、

太陽誘電㈱の登坂社長自らがCHOに就き、「健康
経営宣言」を制定・発信してくださったことで
強固な基礎ができたと感謝しています。こ
れを「ビッグチャンス到来」ととらえ、各事
業主の健康推進担当部門の共通目標に健保
組合の保健事業の進捗や達成度を加えても

らうことで実績評価が行われるよう
になれば、必ずや健康指標は向
上できると確信しています。

協働による事業立案と目標設定で
さらに一歩進んだコラボヘルスへ

と
と
も
に
各
事
業
所
を
訪
問

し
て
自
社
の
健
康
課
題
や
健

康
経
営
の
重
要
性
を
認
識
し

て
も
ら
う
活
動
も
展
開
し
て

い
る
。
20
年
に
健
保
組
合
が

「
健
康
経
営
優
良
法
人
（
中

小
規
模
法
人
部
門
）」
に
認

定
さ
れ
た
こ
と
も
踏
ま
え
、

今
後
は
中
小
規
模
事
業
所
の

認
定
申
請
を
後
押
し
す
る
役

割
も
果
た
し
て
い
く
。

さ
ら
に
今
年
度
は
、
保
険

者
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
制
度
の

減
算
項
目
と
、
健
康
経
営
優

良
法
人
の
認
定
取
得
に
必
要

な
「
健
康
経
営
度
調
査
」の
項

目
を
整
理
し
、
健
保
組
合
と

事
業
主
の
共
通
課
題
を
洗
い

出
し
て
推
進
目
標
と
す
る
こ
と
で
、
コ

ラ
ボ
ヘ
ル
ス
の
一
層
の
推
進
を
促
す
考

え
だ
。

事
業
所
の
喫
煙
対
策
を

二
人
三
脚
で
サ
ポ
ー
ト

Ｃ
Ｈ
Ｏ
の
方
針
の
も
と
、
母
体
企
業

で
は
喫
煙
対
策
を
強
力
に
推
進
し
て
い

る
。
契
機
と
な
っ
た
の
は
、
18
年
７
月

の
健
康
増
進
法
改
正
に
よ
る
喫
煙
ル
ー

ル
の
変
更
だ
。
喫
煙
場
所
の
削
減
や
喫

煙
時
間
の
制
限
を
段
階
的
に
実
施
し
、

21
年
４
月
に
「
敷
地
内
終
日
禁
煙
」
と

す
る
こ
と
を
め
ざ
し
て
い
る
。

目
標
達
成
に
向
け
て
、
事
業

所
と
健
保
組
合
の
担
当
者
が
タ

ッ
グ
を
組
み
、
３
つ
の
班
に
分

か
れ
て
重
層
的
な
対
策
を
企
画

し
た
（
右
図
）。
具
体
的
に
は
、

「
禁
煙
環
境
整
備
班
」
に
よ
る

喫
煙
場
所
の
削
減
や
喫
煙
ル
ー

ル
の
明
確
化
、「
啓
発
・
啓
蒙
班
」

に
よ
る
社
内
の
喫
煙
対
策
や
禁

煙
の
必
要
性
の
周
知
活
動
、「
個

人
サ
ポ
ー
ト
班
」
に
よ
る
禁
煙

支
援
者
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
や
卒

煙
チ
ャ
レ
ン
ジ
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

太陽誘電健康保険組合
前常務理事

安田 圭二さん

社内禁煙化対策図

集団（ポピュレーション）アプローチ

禁煙環境の整備

個人サポート

たばこ自販機の撤去 リテラシー向上

入社前アナウンス

個人（ハイリスク）アプローチ

社内ポスター掲示喫煙所の屋外化

喫煙所の削減
健康セミナー開催

禁煙外来サポート
敷地内完全禁煙

喫煙ルールの徹底

禁煙キャンペーン カウンセリング実施
禁煙プログラム

健康チェック 看護職等指導側の
スキルUP

喫煙時間の制限

啓発・啓蒙

卒煙活動を進め、喫煙率を低減させていく

喫
煙
者
の
減
少

受
動
喫
煙
防
止

＜具体的な取り組み＞
①卒煙キャンペーンの実施
A カウンセリングコース：各事業所の卒煙相

談窓口担当者が就業時間中に対応
B オンライン禁煙外来コース：外部委託
C 禁煙外来受診コース：一般医療機関の受診
　すべてのコースにおいて奨励金を支給し、
卒煙達成者（各コース終了後から６カ月禁煙継
続）には追加で支給。また、Bコースにかかる
費用を会社が一部負担した。加えて、卒煙達
成者および卒煙者の応援サポーターには、健
康ポータルサイトの健康ポイントを付与する。
19年10月末日までに喫煙者の５％にあたる
75人が参加。

②医療職・担当者のスキルアップ
　各グループ会社に「卒煙相談担当者」を任命
し、自己学習用の教材を準備。また、日本禁
煙学会の禁煙支援士取得のための講習会参加
を促している（健保組合・会社が費用負担）。

＜準備段階の取り組み＞
⃝喫煙率調査（アンケート）
⃝ 喫煙所利用人数調査
⃝ 現況調査（各拠点の喫煙所設置数、場所、

ルールの有無）
⃝従業員へのアナウンス

＜2019年９月30日までに以下３つの取
り組みを実施＞
①喫煙所の削減

⃝たばこ自動販売機の撤去
⃝屋内喫煙所の完全撤去
⃝屋外喫煙所の半減（19年４月比）
②喫煙ルール（利用回数・時間）の整備
③安全環境整備

⃝ 構内巡視（喫煙許可時間外の喫煙監視、
長時間利用監視、火災防止等）

メンバー：太陽誘電㈱総務部健
康推進課（保健師）・平城朋美さ
ん、太陽誘電健保組合前常務理
事・安田圭二さん

個人サポート班
メンバー：太陽誘電㈱総
務部健康推進課HQ・山
﨑義敬さん、玉村工場
総務課・小松忍さん

禁煙環境
整備班

＜具体的な取り組み＞
⃝健保組合ホームページでの情報発信
⃝ 広報誌を通じて家族にも社内禁煙化対策を紹介
⃝ 喫煙リスクに関する書籍、タール模型、保健指導

用リーフレットを全拠点に配付
⃝ 健診の待ち時間にリーフレットを配付
⃝禁煙ポスターを全事業所で一斉に社内掲示
⃝ 全事業所で１回、喫煙に関する健康セミナー
　（60分〜90分）を就業時間内に開催
⃝ 全拠点で禁煙キャンペーンを実施
　 （ティッシュ配付、のぼり旗の設置、ポスター掲

示等）

啓発・啓蒙班
メンバー：太陽誘電㈱総務部健康
推進課HQ（看護師）・吉田寿美子さ
ん、太陽誘電健康保険組合・伊藤
真也さん

禁煙キャンペーンの一環
として、チラシを封入し
たティッシュを配付。チ
ラシには、社内禁煙化の
ステップも明記した。

　啓発・啓蒙班では、喫煙者の反発を減らして円滑
に喫煙対策を進めることや、従業員の禁煙に対する
意識向上を目的とした活動を展開。家族への情報
提供や、非喫煙者に配慮した取り組みも実施した。

「喫煙者いじめ」とならないよう、ポスターは「あり
がとう」をキーワードに感謝を前面に出した作品も
選定。健康セミナーでは、行政の出前講座等を活用
することでコストを抑え、肺年齢の測定などの体験
も組み込んだ。禁煙キャンペーンは喫煙対策のステ
ップアップのタイミングに合わせて実施し、実施後
には、全拠点の担当者へのアンケート結果や活動写
真をまとめてフィードバックすることで、全社的な
禁煙推進の活性化を後押しした。

　禁煙環境整備班では、母体企業の従業
員が多く勤務する玉村工場をベースに施
策を企画立案し、好事例を水平展開した。
拠点ごとに喫煙率や喫煙環境、取り組み
への理解や予算等が異なり、全体をまと
めることが難しい面もあったが、各拠点
総務部門の理解と協力により、19年10月
までの半年間で喫煙環境整備を達成した。
また、こうした取り組みが高く評価され、
伊勢崎市地域・職域連携協議会にて活動
報告を実施。企業の禁煙の取り組み事例
として管内事業所や医療・福祉関係者に
広く活用してもらうことができ、経営理
念に掲げる地域社会への貢献にもつなが
った。

　個人サポート班では、卒煙キャンペーンの実施
と卒煙をサポートするスタッフのスキルアップに
取り組んだ。卒煙キャンペーンでは、社内から喫
煙者だけに奨励金が出ることへの批判の声が上が
ったため、喫煙者が減ることで受動喫煙がなくな
ることがいちばんのメリットであることを伝え、
理解を求めた。また、キャンペーンは社内の喫煙
時間が制限されるタイミングに合わせて実施する
ことで、卒煙を効果的に促した。卒煙相談担当者
は常日頃から従業員の健康を親身に考えている人
のため、卒煙チャレンジャーにとって心強い存在
となっている。
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